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ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 

「コロナ禍からの回復過程における外国人の国内移動と地域分布の変化」 
 

研究分担者 中川雅貴 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要旨 

 日本の総人口が長期的な減少過程に入る中で、コロナ禍を経て再び増加を

続ける外国人が国内の人口動向に及ぼす影響が拡大している。一方、近年の

増加が著しい若年層の外国人の高い移動性向は、その地域人口への中長期的

な影響の把握を困難にしており、とりわけ人口減少が加速する非大都市圏の

人口動向を見通すうえでの課題として顕在化しつつある。本研究では、コロ

ナ禍における国際人口移動の急速な変化が、外国人の国内移動の水準および

地域的な傾向にどのような影響を及ぼしたのかを明らかにするとともに、コ

ロナ禍からの回復過程における動向について、国内の地域差に着目した分析

を行った。 
 分析の結果、新型コロナウイルス感染拡大期以降の人口移動の水準の変化

は、日本人よりも外国人において顕著であったことが確認された。外国人の

移動については、大都市圏および非大都市圏のいずれにおいても、非中心部

の市町村で転入超過が拡大した。とくに非大都市圏では、コロナ期に生じた

外国人の移動状況の変化が、コロナ後も持続する傾向が見られた。 
コロナ禍からの回復過程における外国人人口の分布の変化は、コロナ期に

抑制されていた技能実習や特定技能といった在留資格による外国人の新規

入国が、とりわけ非大都市圏において 2022 年以降に急速に増加したことを

反映していると考えられる。一方、大都市圏では、外国人留学生やいわゆる

高度人材が再集中する可能性も考えられるが、これまでのところその影響は

限定的である。今後の課題として、国際人口移動との関連も考慮したより詳

細な分析を行うとともに、とくに人口減少が加速する非大都市圏の人口動向

への影響を検証する必要がある。 
なお、本研究による分析結果の詳細については、別添「コロナ禍からの回

復過程における外国人の国内移動と地域分布の変化」を参照されたい。 
 

Ａ．研究目的 
 本研究は、コロナ禍における国際人口移

動の縮小およびその後の回復が外国人人口

の動向に与えた影響について、国内の地域

差に着目した分析を行うことを目的とする。

これまでの分析結果を踏まえて、本稿では

とくにコロナ禍からの回復過程における外

国人の国内移動と地域分布の変化に関する

検証を行う。 
 
Ｂ．研究方法 

分析の対象とする期間は2018年1月から
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2023 年 12 月までの 6 年間であり、このう

ち 2018 年 1 月から 2019 年 12 月までの 2
年間を「コロナ前」、2020 年 1 月から 2021
年 12月を「コロナ期」、2022年 1月から 2023
年 12 月を「回復期」とし、各期間における

外国人の国内移動と分布について、市区町

村を単位とする分析を行う。分析に際して

は、「住民基本台帳人口移動報告」および「住

民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世

帯数調査」による各年データを用いる。

Ｃ．研究成果

 分析の結果明らかになった点は以下のと

おりである。外国人の国内移動の水準につ

いては、とくに 10 代後半から 30 代にかけ

ての若年層において、コロナ期に低下した

ものの、2022 年以降は急速に回復し、コロ

ナ禍の水準を上回った。

外国人の移動状況の変化を市区町村別に

みると、コロナ前に転入超過であった市区

町村の約 8 割で転入超過が継続したものの、

その変化には地域差があり、とくに東京圏

の中心部では、７割が転出超過に転じた。

また、東京都においては、2020 年以降の外

国人の減少が中心部に集中する傾向がみら

れる一方で、東京都近隣の埼玉県・千葉県

では，国際人口移動による外国人の転出超

過が、その国内移動による転出超過によっ

て相殺されるという状況が確認された。

2022 年以降は、コロナ期に外国人が転入

超過に転じた市区町村の 6 割以上で転入超

過が継続する一方で、転出超過に転じた市

区町村のうち 7 割以上が転入超過に戻った。

2024 年 1 月時点では、約 9 割の市区町村に

おいて、外国人人口がコロナ前の水準を上

回った。とくに北海道や、四国、九州とい

った非大都市圏で、コロナ禍からの回復期

に外国人人口が急速に回復した市町村が多

くみられた。

Ｄ．結果の考察

本分析の結果より、新型コロナウイルス

感染拡大期以降の人口移動の水準の変化は、

日本人よりも外国人において顕著であった

ことが確認された。移動パターンの変化に

ついても、外国人の移動への影響が比較的

大きかったことが示唆された。コロナ禍か

らの回復過程における外国人人口の分布の

変化は、コロナ期に抑制されていた技能実

習や特定技能といった在留資格による外国

人の新規入国が、とりわけ非大都市圏にお

いて 2022 年以降に急速に増加したことを

反映していると考えられる。一方、大都市

圏では、外国人留学生や高度人材が再集中

する可能性も考えられるが、これまでのと

ころ、その影響は限定的である。

Ｅ．結論

本研究の成果により、新型コロナウイル

ス感染拡大による人口動態への影響とその

持続性に関する新たな知見を得ることがで

きた。コロナ禍からの回復過程における外

国人人口の動向の地域差については、国際

人口移動との関連も考慮したより詳細な分

析を行うとともに、とくに人口減少が加速

する非大都市圏の人口動向への影響を検証

する必要がある。
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